
 

 

令和３年度「青少年の主体的な活動支援事業」補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 青少年育成島根県民会議（以下｢県民会議｣という。）が交付する「青少年の主

体的な活動支援事業」における２つの事業、「青少年育成ネットワークモデル支援事

業」及び「青少年地域活動チャレンジ支援事業」の補助金については、この要綱に定

めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、青少年団体またはその活動を支援する団体（以下「補助団体」

という。）が青少年の主体的な活動を支援するためのイベント、フォーラム、会議、

研修会等の活動に必要な経費の補助を行い、その成果を県内に広報することで、青少

年の地域活動の普及・啓発を図ることを目的とする。 

   

（補助の対象及び補助額等） 

第３条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、補助団体が行う

地域貢献活動や他の青少年団体や青少年育成団体、地域住民、機関・団体、企業等と
のネットワークづくりやネットワークを生かしたイベント、フォーラム、会議、研修
会等の活動とする。ただし、前年度に県民会議の助成を受けたグループ又は団体につ
いては、内容に発展性のあるものに限る。また、学校の教育活動として行われるもの
は対象外とする。 

２ 事業を推進するにあたって必要な経費のうち、補助金交付の対象として県民会議が

認める経費（以下「補助対象経費」という。）について、予算の範囲内で補助金を交

付する。 

３ 補助額は、１補助団体につき１０万円を上限とする。ただし、補助金交付申請額が

５万円に満たない活動は対象外とする。 

４ 補助対象経費は、謝金、旅費、消耗品費、通信費、印刷製本費、会議費、使用料等

とする。ただし、食糧費（食事代等）については対象外とする。 

   

（補助金の交付申請） 

第４条 補助団体が、補助金の交付を受けようとするときは、青少年育成島根県民会議

会長（以下「会長」という。）あての申請書（様式１）を、会長が別に定める日まで

に管内市町村民会議会長まで提出しなければならない。 

 

（補助金交付の決定） 

第５条 補助団体及び補助金の額は、補助団体からの申請に基づき、会長が決定する。 

２ 会長は、第１項に基づいて決定した補助団体に対し（様式２）により補助金の交付

決定を行う。 

 

（補助対象事業の変更等の承認） 

第６条 補助団体は、次の各号に掲げるいずれかの重要な変更を行おうとするときは会

長の承認を受けなければならない。 



 

 

①補助対象事業の中止または廃止 

②補助対象事業等の内容の主要な部分に関する変更 

③補助金の２０％を超える減額 

２ 前項の承認を受けようとするときは、速やかに会長あて管内市町村民会議会長まで

計画変更・中止承認申請書（様式３）を提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第７条 補助団体は補助対象事業を令和４年２月末日までに完了することとし、完了の

日から起算して３０日を経過した日。または、事業実施年度のそれぞれの実施要項に

記載してある報告期限のいずれか早い日までに、会長あて管内市町村民会議会長まで

実績報告書（様式４）を提出しなければならない。    

 

（補助金の額の確定等） 

第８条 会長は、前条により実績の報告を受けた場合においては、報告書の内容を審査

し、適当と認めるときは、交付する額を確定し、補助金交付額の確定書（様式５）に

より補助団体に通知する。 

２ 会長は、必要と認めたときは補助金の使途等について、検査することができる。 

 

（交付金の概算払及び精算払の請求） 

第９条 会長が必要と認めた場合には、交付金の全部又は一部について、交付決定額の

範囲内において、概算払をすることができる。 

２ 補助団体は、概算払をもって交付金の全部又は一部の請求をしようとするときは、

概算払請求書（様式６）を会長に提出する。 

３ 補助団体は、補助金交付額の確定をもって交付金の請求をしようとするときは、精

算払請求書（様式７）を会長に提出する。 

 

（交付決定の取消し等） 

第１０条 会長は、補助対象事業の中止又は廃止の申請があった場合及び次の各号に掲

げる場合には、交付の決定の全部若しくは一部を取消し又は変更することができる。 

（１）補助団体が、補助金を補助対象事業以外の用途に使用した場合 

（２）交付の決定後生じた事情の変更等により、補助対象事業の全部又は一部を継続 

する必要がなくなった場合 

２ 会長は、前項により交付の決定を取消し又は変更した場合において、補助対象事業

の該当取消し又は変更に係る部分に関し、すでに補助金が交付されているときは、期

限を定めてその返還を命ずるものとする。 

 

（関係書類の保存） 

第１１条 補助団体は、この事業の関係書類を、事業完了後５年間保管しなければなら

ない。 


